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日本から革新的なワクチン，

治療薬を創製するために
第一三共株式会社 代表取締役社長兼CEO

眞鍋淳

パンデミック収束のために，ワクチン・治療

薬を一刻も早く世界中に届けることが製薬企

業に求められている。当社においても日本発

の COVID-19 mRNAワクチンの開発を鋭意進

めている。

COVID-19 ワクチンの開発は欧米が先行し

たが，欧米もパンデミック発生後 1年間でこれ

らのワクチンを創製できたわけではない。過去

のパンデミック等の経験から感染症対策を国家

の安全保障と捉え，平時から研究開発を進め，

その備えを梃子に有事に官民一体で機敏に動い

た。次のパンデミックでは日本が世界に先駆け

てワクチンを創製することを目指し，本年 6月

に「ワクチン開発・生産体制強化戦略」が閣議

決定された。産学官が連携し，この戦略を実行

していかなければならない。

ワクチンやバイオ医薬品の生産には，原薬と

ともに製造過程で必要なフィルターやシングル

ユースバック等の資材が欠かせない。今回，

COVID-19 ワクチンの大量生産により資材が

世界的に不足し，日本企業の資材の海外（主に

米国）依存が浮き彫りになった。既存のワクチ

ンや医薬品の製造にも影響を及ぼしている。今

後は，これらの国産化の促進とともに，Quad

（日米豪印戦略対話）等の同盟国間での連携も

必要と考える。

グローバルに人が往来する社会でパンデミッ

クを収束させ，また，SDGs の理念「誰ひとり

取り残さない」社会を実現するためにも，ワク

チンは低中所得国にも迅速に供給される必要が

あるが，このための方策として COVID-19 ワ

クチン・治療薬に関する知的財産の放棄が議論

されている。しかしワクチン生産には高度な技

術を要することから，知的財産の放棄に拠り同

等の製品ができる保証はなく，むしろ品質不良

又は効果不十分なワクチンが出回る危険性が懸

念される。製薬産業はアライアンスや技術移転

による生産拡大を図っており，知的財産は研究

開発やこの様なアライアンスを促進するイノ

ベーションの源泉である。

当社の Purposeは「世界中の人々の健康で豊

かな生活に貢献する」であり，今回の COVID-

19 発生により，自身の責任を改めて重く受け

止めている。我々の日常において，ワクチンや

治療薬は，水や電気等と同様のインフラであ

り，経済安全保障の視点からも，製薬企業は社

会生活を支える基盤産業としてその責務を果た

していかなければならない。社会からの期待に

応えるべく全力を尽くしたい。

（まなべ すなお）




